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－介護ウェーブの ”Big Wave” をおこそう！－－介護ウェーブの ”Big Wave” をおこそう！－

２０09年も引き続き取り組みを強め、介護ウェーブのうねりを起こしていこう！
北九州市の介護保険料引き下げへ 介護報酬改善を強く要望
健和会・北九州市社会保障推進協議会が市当局と懇談（福岡・健和会）

北九州市当局は 月 日、 年度の介護保12 18 2009
険料を引き下げる方向で検討していることを明らか

にしました。同日行われた北九州市社会保障推進協

議会・健和会との懇談で三谷茂男介護保険課長は、

介護保険財政の余剰金の取り扱いについて 「来期の、

保険料に反映させることになる」とし、一定の保険

料引き下げを示唆しました。また、特養ホームの待

機者数について「全体で 人、うち在宅が約3,709
人で、残りは病院、施設の在院・在所者」であると説明し、依然として特養ホームなど施設入所の1,000

要求に応え切れていないことが明らかになりました。そのほか、介護報酬が介護従事者に世間並みの給与

を保障できる水準ではない実態については「認識している」とし、国や関係機関に働きかけていくことを

表明しました。介護保険制度が適切に運用できないケースで老人福祉法による措置を活用するという点に

ついては 「用意がある」とし、個別の検討を行う構えであることを明らかにしました。、

懇談会には北九州市当局から三谷課長含め 人、社保協側から 人（ヘルパーステーション、居宅介2 17
護支援事業所、ケアハウス、訪問看護ステーションなど）が参加。事前に提出した設問への当局側からの

文書回答をもとに意見交換しました。

北九州市の第 期介護保険事業計画は 月中旬に「計画素案」が明らかにされる予定で、保険料、施設4 1
整備の具体的数字が示され、その後パブリックコメント実施後、 月 日前後に最終的な計画が決定され3 10
る見込みです。当局は、 月～ 月に市民・関係団体への説明会を開催し、意見聴取を行う方針です。な1 2
お、療養病床の老人保健施設への転換見込みについて当局は 「参酌標準の枠外なので事業計画の前提には、

なっていない」とし、北九州市として明確な転換方針は示しませんでした。第 期の施設整備計画では、4
特養 床、グループホーム 人分を第 期計画を前倒しして実施するとしています。100 18 5

【社保協側からの発言の要旨は次の通り】
▼今冨（健和会本部 ：介護保険制度全般の現状と問題点。介護保険事業所の経営状況と今後の展望。居宅）

介護支援の報酬が不当に低すぎる問題。介護従事者の給与水準が低すぎる問題 「介護従事者の給与水準の。

北九州市職員の給与水準との比較して公開すべき」と要請。

▼平井（大手町居宅支援事業所 ：介護予防事業がケアマネジャーにとって大きな負担となっている問題。）

「安い報酬で膨大な手間」という実態の改善を要望。

▼近藤（戸畑ヘルパーステーション ：介護報酬が低すぎて安定的なヘルパーの体制を維持するのがむずか）

しい状況。このままでは若いヘルパーがほとんどいなくなるのではないかと危惧。訪問介護の制限が多す

ぎて使いづらい問題。

▼入江（訪問看護ステーション・のぞみ ：病院が早期退院を促進している中で、医療ケアの必要な訪問看）

護が介護保険の枠組みでなかなかやりにくい状況。 時間態勢といっても個人のがんばりに頼っている状24
況。在宅重視という方向だが、今のような訪問看護の位置づけではむずかしい。

▼内田（ケアハウスとばた ：ケアハウスの場合、特養などに比べて人員配置が厚くできない。もう少し何）

とかならないか。グループホームも同様。介護の人材確保が困難になっている。入れ替わりも多く、悪循

環となっている。市としても人材確保にはもっと努力して頂きたい。

（健和会介護ウェーブ推進ニュース第 号 より）2 2008.12.25



お問い合わせは 「介護ウェーブ推進本部」事務局：山平・名波まで、

TEL 03-5842-6451 ／ FAX 03-5842-6460 ／ E-mail min-kaigo@min-iren.gr.jp

県内35議会中21箇所で「介護改善の請願」が採択される
「3％の介護報酬引き上げ」にとどまらせない運動を（岩手）

岩手民医連・岩手社保協連名で各市町村議会に提出していた「介

護改善の請願」が、県内の35 議会中24箇所で審議され、そのうち盛

岡市をはじめ21 箇所で採択されました(2 箇所不採択、1 箇所継続

審議)。国に対する意見書の内容は、①介護報酬引き上げ、②利用者

の負担軽減、③国の負担増引き上げの3 項目にわたるものです。民

医連・社保協の請願が、短期間に20 以上の自治体から意見書があが

ることは、近年にはなく、運動の盛り

上がりと同時に介護問題の深刻さが広

がっていることを示すものです。

介護報酬は03 年に2.3％、06 年に2.

4％と連続引き下げが実施されており、

政府の3％引き上げ方針では介護保険ス

タ－ト時にすら及びません。また、今

回の“引き上げ”が「手厚い配置」や

「有資格者の数」などによる加算によ

るものであり、事業所・労働者の差別

・選別を推進させる内容になっていま

す。今後、5％以上の報酬引き上げとと

もに、基本報酬部分全体を引き上げる運動が必要です。

（岩手民医連介護ウェーブ推進本部ニュース より）No.02 2008.12.25

福祉介護職員の確保・定着を考える共同集会に民医連の90名をはじめ375名が参加（大阪）
月 日（木）に「福祉介護職員確保・定着を考える共12 11

同集会」が民医連からの 名をはじめ、福祉・介護の現場90
から 名が参加し、日本の貧困を取材してきた読売新聞社375
会部記者の岸辺護氏の講演とそれぞれの分野のリレートーク

をおこない、集会の最後に「府民へのアピール」をおこない

採択されました。講演で講師の岸辺眞氏は日本の貧困につい

て、継続して取材をした事例をもとに生活保護・派遣労働者

・ワーキングプアのことなど身近な話をわかりやすく話され

ました。リレートークでは福祉や介護の分野で働いている職

員がそれぞれ福祉・介護のおかれている実態が報告されまし

2000た 医療生協かわち野の矢島圭さんはリレートークで高齢者の介護を支えるはずの 介護保険制度 は。 「 」

年の制度発足以来相次ぐ改悪で利用者・家族・介護労働者に様々な問題が生じていることを事例を交えな

がら報告され、今後も介護や福祉の現場では多くの問題に直面していくことだと思いますが、私たち介護

労働者はこれからも自信を持って介護に従事し、利用者・高齢者の方々が安心して生活できるよう援助し

ていきたいと思いますと力強く発言しました。集会最後に「 年度は、介護報酬、障害者自立支援法の2009
見直しの時期です。現在発表されている政府の緊急対策では十分な対応ではなく、福祉介護職員の確保・

定着対策を確実なものとするため、さまざまな立場から政府に声を上げていきましょう」と府民へのアピ

（大阪民医連介護ウェーブ推進ニュース より）ールが読み上げられ採択されました。 No.33 2008.12.18


